
平成24年度　包括外部監査結果に係る対応状況一覧
更新年月日：平成28年７月５日

30項目

11項目

15項目 　措置済　30項目

平成27年度措置報告項目 ３項目

平成28年度措置報告項目 １項目

No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

1

≪高齢者福祉事業
≫
敬老事業：敬老行
事補助金のあり方

　敬老行事に対する補助事業は、住所地
と年齢の要件を充たしたすべての高齢者
を対象に行われ、対象者の人数に2,500円
を乗じた金額を限度として、補助金が交
付される。公平性の視点からみると、対
象者が受益する金額は１人当たり2,500円
相当の金額が適正であるが、現状では、
参加者と不参加者との間で、2.2倍～3.7
倍の差が生じている自治会及び町内会が
ある。その要因としては、不参加者が
2,500円未満の受益金額しか受け取ってい
ないことがあげられる。
　静岡市は、各自治会及び町内会の参加
者及び不参加者の１人当たり受益金額の
差異の発生状況など実態を調査のうえ、
公平性に問題があるのかどうか検討を開
始する必要がある。

　本市の敬老事業は、平成25年８月に実施した「さい
こう静岡！静岡市事務事業市民評価会議」の評価結果
を踏まえ、平成26年度から、自治会等関係団体からな
る「（仮称）敬老事業検討委員会」を立ち上げ、自治
会などの実施主体へのアンケート調査及び市民意識調
査の調査結果、他政令指定都市の敬老事業の実施状況
などを参考に、１人あたりの受益金額の差異と公平性
の課題を含め、今後の敬老事業のあり方を検討しま
す。
　平成27年度には、敬老行事補助金の交付、敬老祝金
の贈呈及び敬老祝品の贈呈からなる本市の敬老事業全
体の方向性を示し、平成28年度から新たな敬老事業を
実施します。
　　　　　　　　　　　　　　　　（高齢者福祉課）

措置済 26年度
１．高齢者福祉

指摘事項

平成25年度措置報告項目

特定の事件（テーマ）：高齢化対策事業の事務の執行について

平成26年度措置報告項目



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

2

≪高齢者福祉事業
≫
敬老事業：敬老行
事補助金のあり方

　敬老事業の支出については、打上げや
反省会といった本来であれば市の補助金
対象とはならない支出まで、補助金の対
象となっている可能性がある。今回の監
査では、補助金の使用状況に関する
チェックが、不十分であると判断された
事例が散見された。静岡市は平成21年度
の包括外部監査での指摘を受けて、措置
状況を公表しているが、敬老行事補助金
については、改善状況が不十分であると
言わざるを得ない。
　今後の対応として、補助金の使用状況
に関するチェック体制を見直し、具体的
な改善策を検討する必要がある。

　平成25年度は、６月下旬の敬老行事補助金申請書類
一式を自治会等の実施主体327か所に配付した際に、
「静岡市敬老行事補助金に関するお知らせ」で平成24
年度の包括外部監査の指摘事項を示した他、収支報告
書の様式変更をすることや、補助対象経費と補助対象
外経費を具体的に示し、周知に努めました。
　10月以降、随時提出される実績報告書類一式を１件
ごと領収証の表記や単価、個数等の明記がされている
かどうかなどのチェックも行い、105の実施主体に対
して、書類の不備や印鑑の押印漏れなどの是正の指導
を行い、口頭指導に加え、２つの実施主体に対して、
文書による指導を実施するなどチェック体制の強化を
図りました。
　今後も、実施主体から提出される実績報告書の
チェックを継続的に行い、現行チェック体制を維持し
ていきます。
　　　　　　　　　　　　　　　　（高齢者福祉課）

措置済 26年度

3

≪高齢者福祉事業
≫
敬老事業：敬老行
事補助金のあり方

　これまで述べた公平性の問題、チェッ
ク体制の強化、参加率の向上といった改
善要望を実現するためには、現行の敬老
行事の実施主体及び実施内容等の見直し
が必要になると考える。また、現行の補
助金の交付要綱を前提にすると、今後も
敬老行事補助金の額を増やしていかざる
を得ない。厳しい財政状況を考慮する
と、現行の補助金の交付要綱を見直す時
期にきているのではないかと考える。
　敬老行事をもっと魅力あるものにする
ために、幅広く市民の声を取り入れなが
ら、敬老行事の実施主体及び実施内容等
を含めた検討を開始する必要がある。

　本市の敬老事業は、平成26年度に、自治会等関係団
体からなる「（仮称）敬老事業検討委員会」を立ち上
げ、今後の敬老事業のあり方を検討します。
　当事業を見直すにあたり、平成26年７月、市内の20
歳以上の男女、5,000人を対象にした市民意識調査を
行い、敬老事業について幅広い世代の市民の意見を聴
取します。
　また、この検討委員会では、自治会などの関係団体
等から推薦された委員や市民の意見を聞き、敬老事業
のあり方を検討します。
　平成27年度には、敬老行事補助金の交付、敬老祝金
の贈呈及び敬老祝品の贈呈からなる本市の敬老事業全
体の方向性を示し、平成28年度から新たな敬老事業を
実施します。
　　　　　　　　　　　　　　　　（高齢者福祉課）

措置済 26年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

4

≪高齢者福祉事業
≫
単位老人クラブ補
助金事業：単位老
人クラブ加入者数
増加への取り組み

　静岡市の老人クラブの会員数及び加入
率は年々減少傾向にあり（平成23年度末
会員数23,907人）、目標である加入者数
26,000人を達成することは困難な状況に
あると言わざるを得ない。
　一方、高齢者の孤立を防ぐため、老人
クラブ等の地域コミュニティへの参加を
促進していくことは、今後重要な課題と
なってくると思われる。
　市の目標として、老人クラブの加入者
数26,000人を掲げている以上、その達成
に向けての具体的な施策を検討し、実行
する必要がある。そのためには、まずは
単位老人クラブごとの新規加入会員数及
び退会会員数の動向、会員数の年齢別構
成の状況、独居老人の加入状況、退会会
員へのアンケート調査などの情報をもと
に現状を分析し、何が問題なのかを把握
することから始める必要があると考え
る。

　市では、高齢者の孤立防止や生きがい活動への参加
支援など、高齢者が生きがいを持っていきいきと活躍
できる社会の実現に向け、様々な取組みを行ってお
り、老人クラブへの支援もその一つです。
　老人クラブの育成・指導を行う老人クラブ連合会で
は、平成26年度、全国老人クラブ連合会が提唱する
「100万人会員増強運動」に呼応し、「１単位老人ク
ラブ２名純増」を目標に各単位老人クラブで声掛けを
実施するとともに、27年度からは連合会の愛称を「シ
ニアクラブ静岡市」として、『老人』というネーミン
グがもたらす拒否感の軽減を図り、加入率の増に努め
ています。
　市としても、高齢者の老人クラブへの参加は、高齢
者の生きがい活動の一つとして、重要であると考えて
います。今後も、老人クラブ連合会との協力体制を強
化していくとともに、老人クラブの活動等の支援も
行っていきます。
　　　　　　　　　　　　　　　　（高齢者福祉課）

措置済 27年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

5

≪高齢者福祉事業
≫
二次予防事業対象
者把握事業：
チェックリスト未
回収者への対応

　二次予防とは、要介護状態等となるお
それの高い状態にあると認められる高齢
者を早期に発見し、早期に対応すること
をいう。二次予防事業対象者把握事業の
目的は、二次予防事業対象者を適切に把
握することにあるが、現状では、「介護
予防基本チェックリスト」の返送率が低
く、未回収者が多くなっている。未回収
者の中には、潜在的な二次予防事業の対
象者が存在する可能性が高いと考えら
れ、未回収者の実態調査をすることは極
めて重要であるが、未回収者の状況を把
握するための対応はとられていない。
　厚生労働省による「地域支援事業実施
要綱」では、未回収者について、その心
身の状態を把握することに努めることを
求めている。未回収者への電話・個別訪
問等を実施し、未回収者の実態を把握す
る必要がある。

　平成24年度の介護予防基本チェックリストの当初の
回収率は、60％でありましたが、再提出を促す勧奨通
知を発送したことで、86％の回収率と改善されまし
た。
未回収者の実態把握については、平成25年度、前年度
のチェックリスト未回収者の中から約1割を抽出、訪
問対象として、看護師による訪問調査を実施しまし
た。
　この結果、二次予防事業が必要な高齢者はその内の
15％で、残る85％の高齢者は、いわゆる元気高齢者で
あり、未回収者が潜在的な二次予防事業の対象者と言
い切れないということが調査により判明しました。
　今後も、勧奨通知を発送することにより、チェック
リストの回収率向上に努めます。
　　　　　　　　　　　　　　　　（高齢者福祉課）

措置済 26年度

6

≪高齢者福祉事業
≫
地域包括支援セン
ター事業：セン
ターの職員の配置
状況

　飯田庵原地域包括支援センターでは、
平成23年７月から「「地域包括支援セン
ターの設置運営について（通知）」６．
職員の配置等」に定めのある「保健師」1
名が不足している状況であった。
　運営主体として必要な要件を満たすこ
とが明らかでない場合には、契約時に委
託先との契約を締結すべきかどうか十分
に検討するとともに、早急に要件を充足
するよう指導勧告をする必要がある（平
成24年11月時点で運営主体として必要な
要件を充足したことを確認してい
る。）。

　「センターの職員の員数」の要件における「保健
師」１名の不足は、当課の再三に渡る改善勧告に対し
「配置の約束」が先送りされ、約１年超の時間を要
し、結果平成24年11月１日に採用され、必要な要件は
充足されました。
　３職種（保健師等、社会福祉士、主任介護支援専門
員）による、高齢者へのチームアプローチを基本とし
ている本市は、今回の経緯から、今後職員の不足が生
じた場合は、委託先に対し①不足に至った理由を把握
し（職場のメンタルヘルス等を考慮）②早急に要件を
充足する委託先の計画を聴取し③必要な場合は、ナー
スバンクや福祉人材バンクへの働きかけに協力する姿
勢で、委託先と十分意思疎通を図ることとします。
　なお、今後現在の委託先以外の委託可能な団体の有
無について、情報収集したいと考えています。
　　　　　　　　　　　　　　　　（高齢者福祉課）

措置済 25年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

7

≪高齢者福祉事業
≫
紙おむつ支給事
業：紙おむつ支給
対象者の要件

　静岡市では、比較的介護度が低いとさ
れる要支援者及び要介護度１～２の認定
者を紙おむつ支給対象者の要件に含めて
おり、他の政令指定都市と比較すると、
支給対象者を幅広くとらえている。財政
状況が、ますます厳しくなっていく中、
紙おむつ券の支払実績は年々増加傾向に
あり、これから団塊の世代が新たに高齢
者になることを踏まえると、支払実績は
着実に増加していくことが予想される。
　介護及び高齢者福祉の専門家、医療関
係者など様々な意見を取り入れながら、
支給対象者の要件について検討を開始す
る必要がある。

　本市の紙おむつ支給事業は、平成25年８月に実施し
た「さいこう静岡！静岡市事務事業市民評価会議」の
評価結果を踏まえ、次のような見直しを実施しまし
た。
　平成26年度から、支給対象者要件を介護度３以上を
基本とするものの、
１　この事業の対象者が介護認定を受けている高齢の
低所得者であるため、消費税が増税された平成26年度
は現行どおり実施する。
２　平成27年度は、要支援１から要介護２までの対象
者への部分減額を実施する。
３　平成28年度には、対象者を原則要介護３以上とす
るとともに、他の政令指定都市の支給額も勘案し、支
給月額の見直しを実施する。

　しかし、平成27年度には更なる消費税増税が予定さ
れていることから、この状況により、支給対象者要件
の再考もあり得ると考えています。
　　　　　　　　　　　　　　　　（高齢者福祉課）

措置済 26年度

8

≪高齢者福祉事業
≫
紙おむつ支給事
業：紙おむつ支給
サービスの見直し

　紙おむつの支給方法として、静岡市は
金券制を採用しているが、それ以外に
も、宅配や宅配と金券制の併用等、支給
方法に関して幅を広げる余地があると考
える。
　特に宅配については、高齢者の享受で
きるメリットも多いため、サービス向上
の一環として、制度の導入を検討する必
要がある。

紙おむつの支給方法として、金券制は変更しないも
のの、宅配を希望する利用者への対応について、本事
業の受託者である薬業関連組合と継続的に協議を行っ
てきました。
この結果、全ての加盟店舗とはいかないものの、平

成27年度から無料もしくは一部条件付きで宅配を行う
ことで基本的に合意しました。
今後も無条件で宅配が可能となるよう、同組合と協

議を継続していきます。
　　　　　　　　　　　　　　　　（高齢者福祉課）

措置済 27年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

9

≪高齢者福祉事業
≫
シルバー人材セン
ター運営補助金事
業：補助等の対象
経費

　交際費や飲食代等の冗費としての性格
を含みやすい費用が、補助対象経費と
なっている。このような費用について
は、詳細にその使途を調査し、その内容
を把握のうえ、補助対象経費としての妥
当性を判断する必要があると思われる
が、そのような調査は行っていない。
　補助対象経費となるのは、経費のう
ち、静岡市が必要であると認めたものに
限られることから、実績報告書に計上さ
れている補助対象経費の内訳を検討し、
支出ごとに補助の対象とすべき経費であ
るか否かの判断を行う必要がある。

　平成25年度は、シルバー人材センターに平成24年度
の包括外部監査の指摘事項を伝えました。
　また、平成24年度の実績報告書について、報告書に
計上されている補助対象経費を確認し、支出ごと補助
の対象とすべき経費であるか否かのチェックを行いま
した。
　この結果、交際費や飲食代等の冗費としての性格を
含みやすい費用が、補助対象経費となっていることは
認められませんでした。
　今後も、継続して実績報告書受領後の内訳確認を行
うとともに、支出ごと補助対象とすべき経費であるか
否かのチェックを行っていきます。
　　　　　　　　　　　　　　　（高齢者福祉課）

措置済 26年度

10

≪高齢者福祉事業
≫
静岡市老人クラブ
連合会運営補助金
事業：補助等の対
象経費

　静岡市老人クラブ連合会運営補助金で
は、交際費又は役員のみの飲食会に要す
る経費に相当する金額は、補助対象経費
とはならないため、役員研修旅行参加費
のような費用については、連合会が参加
者から費用の一部を自己負担金として徴
収している。しかし、自己負担額がある
支出にもかかわらず、市が支出額の全額
を補助対象経費として認めたものがあ
る。このような費用については、詳細に
その使途を調査し、その内容を把握のう
え、補助対象経費としての妥当性を判断
する必要があると思われるが、そのよう
な調査は行っていない。
　市が補助対象外経費であると判断した
ものについては、補助対象経費から除外
されることから、実績報告書に計上され
ている補助対象経費の内訳を検討し、支
出ごとに補助の対象とすべき経費である
か否かの判断を行う必要がある。また、
その判断に際しては、自己負担額の妥当
性も確認する必要がある。自己負担額が
妥当と判断されるのであれば、補助金交
付額の確定時に自己負担額を減額する処
置が必要になると考える。

　平成25年度は、実績報告書受領後、報告書に計上さ
れている補助対象経費の内訳を確認しました。
　ご指摘の役員研修旅行参加費など、連合会が参加者
から費用の一部を自己負担金として徴収している研修
旅行及び研修会など、老人クラブ連合会と協議を実施
し、原則飲食を伴う研修旅行及び研修会については、
補助対象外経費とすることとしました。
　また、現状の実績報告書の改善、会計帳簿及び関連
する証ひょうの整理を指示しました。
　今後も、継続して実績報告書受領後の内訳確認を行
うとともに、支出ごと補助対象とすべき経費であるか
否かのチェックを行っていきます。
　　　　　　　　　　　　　　　　（高齢者福祉課）

措置済 26年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

11

≪指定管理者≫
指定管理者の年度
評価の方法および
考え方

　静岡市では、指定期間全体における総
合評価だけでなく、指定期間内の毎事業
年度の年度評価を実施している。しか
し、高齢者福祉課の「年度評価シート」
の記載については、予算に対する事業の
費用対効果の確認と、より高い経済効果
の享受にむけた取り組みに資すること、
また、より高まるであろう市民ニーズの
向上に資すること、という年度評価の本
来的な趣旨を意識した踏み込んだ記載は
見られない。
　今後は、年度評価をより充実した効用
の高い事務として実施するため、PDCAサ
イクルに従った分析と総括作業が重視さ
れるべきである。

　指摘を受け、平成25年３月14日に、各施設指定管理
者あて、平成24年度の自己評価シートの作成につい
て、自己評価シートの５総括的な評価（課題事項等）
の項目に、「前年に提起された課題とそれに対する改
善状況」を確認し、具体的に記載するよう通知をしま
した。
　その提出されたシートを基に平成24年度分の年度評
価からPDCAサイクルに従った分析と評価を行い、年度
評価をより充実した効用の高い事務として実施し、効
果的な施設の管理運営に取り組んでいきます。
　　　　　　　　　　　　　　　　（高齢者福祉課）

措置済 25年度

12

≪社会福祉法人等
に対する指導監査
≫
指導監査調書の記
載内容の十分性

　社会福祉法人等に対する指導監査の過
程で把握された問題点・指導事項につい
て、指導監査基準に定めた区分と異なる
判断をした根拠を、明確に指導監査調書
に示していない事例が散見された。
　市民に対する説明責任を果たすため
に、実施した指導監査の内容並びに判断
の過程及び結果を指導監査調書に記録し
なければならないと考える。

　社会福祉法人等に対する指導監査の過程で把握され
た問題点・指導事項については、指導監査基準に定め
た区分に従って指導内容を判断していますが、一部の
誤り等の場合には、指導監査基準よりも軽度な指導内
容とする運用を行っています。平成24年度中より、指
導監査基準に定めた区分と異なる判断をした場合は、
その判断の根拠を明確に指導監査調書に記載するよう
にしていましたが、平成25年度からは、より徹底して
記載することとします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（福祉総務課）

措置済 25年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

13

≪社会福祉法人等
に対する指導監査
≫
指導監査の専門性
の十分性：国への
情報提供

　国が所管する社会福祉法人の指導監査
は、その実施にあたって事前に国から直
近の指導監査結果の資料を提出するよう
に求められており、現状では、平成23年
度に発見された問題点・指導事項等の情
報提供は、平成24年度に行われている。
この場合、発見された問題点・指摘事項
等が、改善する必要がある事項であって
も、その改善が早くて２年後となってし
まう。文書指摘事項になるような重要な
発見事項については、国による指導監査
が平成24年度に実施が予定されている場
合でも、平成23年度に国へ情報提供する
必要があったと考える。
　今後、文書指摘事項となる可能性のあ
る重要な発見事項については、発見され
た年度内に、適時に国に対して情報提供
する必要がある。

　国等が所管する社会福祉法人の経営する施設の指導
監査において、文書指摘事項になるような重要な発見
事項があった場合には、国等と連絡調整を行いなが
ら、適宜、情報提供を行うこととします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（福祉総務課）

措置済 25年度

14

≪社会福祉法人等
に対する指導監査
≫
指導監査の専門性
の十分性：総括

　指導監査の過程で把握された問題点・
指導事項のうち、判断の指針となる指導
監査基準に明確に記載がない事項につい
て、関係法令及び関係指導指針等につい
て十分な知識と経験に基づいた専門性の
高い見地から検討されていない、または
検討されたかどうか指導監査調書に記載
していない事例が散見された。指導監査
は、関係法令及び関係指導指針等につい
て十分な知識と経験に基づいた専門性の
高い見地から実施されなければならない
といえる。
　今後は、指導監査基準に明確に記載が
ない問題点・指導事項については、高い
専門性の見地から判断を実施するととも
に、指導監査調書に明確に判断の根拠を
記載する必要がある。

　指導監査基準に明確な判断基準のない事項について
は、関係法令等に照らし、担当内の会議や会計アドバ
イザーに対する照会により検討するとともに、県・他
市との連絡調整会議の場での意見交換等を参考にして
判断を行い、指導監査調書に明確に判断の根拠を記載
することとします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（福祉総務課）

措置済 25年度
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15

≪社会福祉法人等
に対する指導監査
≫
指導監査体制の強
化

　指導監査調書の記載内容、指導監査の
専門性の視点からは、指導監査の実施状
況は十分ではない状況にあるといえる。
この要因としては、指導監査担当者の在
籍年数は長くて３年、平均在籍年数は1.7
年であり、指導監査を長期間経験してい
る人材が少なく、指導監査を実施する担
当者の調査項目に関する十分な知識及び
経験に基づいた専門性が十分でないこと
が考えられる。
　社会福祉法人等の指導監査の体制をよ
り強化して、指導監査の水準をさらに引
き上げるためには、高度な専門知識を有
し、実務経験豊富な人材が指導監査業務
にあたることが出来るような取り組みを
始める必要がある。指導監査の専門家を
育成するためには、専門能力を高める人
材候補は誰か、どのような方法で専門能
力を育成していくのか、外部専門家のサ
ポートは必要ないかなど、具体的な人材
育成方針等を策定する必要がある。

　現在、新任職員については、厚生労働省・県・県社
会福祉協議会の実施する研修を受講する他、社会福祉
法人会計基準に関する通信教育を受講し、知識・監査
技術の向上に努めています。また、会計に関する専門
性を補完するために、公認会計士とアドバイザー契約
を締結し、会計上の疑問に関する照会を行っていま
す。
　さらに、年３回、県・他市との連絡調整会議を開催
し、指導監査に関する情報交換を行っています。
　また、職場内研修の一環として、月曜日に担当内の
打合せを行い、監査上の疑問点等についての検討と問
題意識の共有化を図っており、平成25年度からは、職
員の意識や知識等の向上により効果があるよう、打合
せの頻度を高めることとしています。
　人事異動については、当課の権限の及ばない分野と
なりますが、課内における人員配置を検討する際に
は、２～３年で異動となる新職員等の監査指導担当へ
の配置を極力避け、平均在課年数の延長に努めるとと
もに、複式簿記に精通した公営企業会計を経験した職
員の配置等も、人事当局に要望していきます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（福祉総務課）

措置済 25年度

16

≪社会福祉法人等
に対する指導監査
≫
指導監査体制の強
化

　指導監査の水準をさらに引き上げるた
め、人材育成方針等の策定と併せて、指
導監査実施後、定期的に検討会を開催し
て、指導監査の実施過程で発見された問
題点等を参加メンバー間で共有し、相互
に協議する必要がある。また、このよう
な検討会には外部専門家の参加も取り入
れることで、協議内容の高度化と客観性
が確保されることが期待されるので、有
用であると考える。

　月曜日を担当内の打合せの日とし、監査上の疑問点
等について検討し職員による問題意識の共有化を図っ
ています。
　なお、この打合せで解決できない問題等について
は、アドバイザーである公認会計士にメールや電話に
より意見を聞くこととしており、専門家の参加は行わ
れていると考えています。
　しかしながら、メールや電話での照会では内容が限
定的になる傾向があることから、広く専門家の意見を
聞く機会を設けるため、今後、担当内打合せへのアド
バイザーの参加等ができないかを検討していきたいと
考えています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（福祉総務課）

措置済 25年度
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17

≪過年度包括外部
監査の指摘事項等
の措置状況≫
補助金：適切な効
果の測定・検証

　高齢者福祉課の「事務事業総点検作業
結果」を見ると、「活動指標」や「成果
指標」には数値目標が設定されていない
もの、「達成度」が「Ａ」となっている
ものが多く、「所管課の意見」について
は、何も記載されていないものが多いこ
とがわかる。補助金の数値目標について
は、平成21年度の包括外部監査報告書に
おいて、「市は、原則として、数値目標
を設定し、補助金等の効果の測定を実施
すべきである。」と指摘しているところ
である。また、数値目標ではない指標の
達成度がすべてＡとなっていることは、
当初の指標の設定が甘いのではないかと
いう疑問を感じざるを得ない。さらに、
所管課の意見の記載がないことは、事業
の見直しを所管課自らが行うという「事
務事業総点検」の意図が、事実上、達成
できていないことに他ならない。
　補助事業については、「活動指標」と
「成果指標」の見直しを行い、数値目標
の設定を検討すべきであるとともに、事
務事業総点検表には、所管課の意見を必
ず記載する必要があると考える。

　平成25年度の「事務事業総点検」から「活動指標」
と「成果指標」を可能な限り数値での記載とし、「達
成度」の判定を客観的に判断できるように見直しを行
いました。
　また、所管課の意見を必ず記載することにより、Ｐ
ＤＣＡサイクルを確実に実施し、適切な効果の測定・
検証をし、事務事業の見直しを行うようにしました。
　　　　　　　　　　　　　　　（高齢者福祉課）

措置済 26年度
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18

≪過年度包括外部
監査の指摘事項等
の措置状況≫
補助金：適切な効
果の測定・検証

　静岡市では、行政評価制度（補助金の
評価を含む）の見直しに取り組んでいる
ものの、現状の「事務事業総点検作業結
果」を見る限り、その改善状況は不十分
であると言わざるを得ない。市民への説
明責任を目的としている「事務事業総点
検表」が、記載不十分な状態で、市民へ
公表されることは、本来、許されるもの
ではないと考える。
　「市民に対する説明責任」や「ＰＤＣ
Ａサイクルの確実な実施」という目的を
達成するためには、「「行政評価」実施
要領」に基づいた「事務事業総点検」の
適切な運用が必要である。事業の活動指
標と成果指標については、適切な数値目
標とするよう見直しを行い、事務事業総
点検表については、所管課の意見を必ず
記載するよう、各課に対する指導を徹底
する必要がある。

　平成23年度から実施している「事務事業総点検」で
は、業務達成度・事業達成度の２つの視点から評価・
検証を実施し、課題や問題を洗い出すことで、見直し
や改善に繋げるよう取組んでいます。
　「事務事業総点検」における活動指標・成果指標の
適切な数値目標の設定については、全ての事務事業の
指標を数値化することが課題であったため、指標は可
能な限り数値化するよう指示したところであります
が、このたびの指摘を受けて、再度、各所管課に適切
な行政評価を実施するよう通知し、周知徹底しまし
た。
　また、昨年度に公表した「平成23年度事務事業総点
検表」においても、成果指標や所管課の意見等が一
部、記載不十分であったため、全ての項目について必
ず記載するよう、併せて周知徹底しました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（行政管理課）

措置済 25年度

19

≪過年度包括外部
監査の指摘事項等
の措置状況≫
補助金：総合的な
評価

　静岡市では、いまだ補助金等の総合評
価制度は確立されていない。市は、平成
21年度の包括外部監査の指摘を受けて、
措置状況を公表し、行政評価制度（補助
金の評価を含む）の見直しに取り組んで
いるものの、その改善状況は不十分であ
ると言わざるを得ない。
　措置状況で回答しているように、効率
的・効果的な行政評価制度の仕組みを構
築する必要がある。

　行政評価制度については、適切な目標設定や評価方
法が課題であったため、平成26年度に外部専門家によ
る行政評価制度の見直し支援業務（ヘルプデスク）を
実施し、指標や評価方法（評価対象・目的・進め方
等）を見直すとともに、新たに補助金等の評価シート
を作成することで、適切な検証と評価ができるよう見
直しました。
　また、３次総の策定に併せ、政策・施策評価を実施
するため、２次総のプロジェクトについて、政策・施
策レベルの内部評価を行うとともに、行財政改革推進
審議会による外部評価を試行し、行政評価制度の課題
の洗い出しや見直し・検討を行いました。
　これらを踏まえ、政策・施策・事務事業評価を効率
的・効果的に実施できる新たな行政評価制度を構築い
たしました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（行政管理課）

措置済 27年度
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20

≪要介護認定≫
申請から調査実施
までの日数：申請
者への連絡

　要介護認定の申請を受け、申請者本人
または家族に連絡するまでに、４～５日
以上（長い場合は11日以上）もかかって
いるケースが見受けられる。
　申請者への連絡は、原則として、割り
振られた当日または翌日までに行うよ
う、期限を設定し、これをルール化する
必要があると考える。

　各区に配属されている調査員は、申請者への調査日
の連絡について、原則として申請翌日に電話連絡を行
うことを徹底することとしました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護保険課）

措置済 25年度

21

≪要介護認定≫
申請から調査実施
までの日数：調査
の実施希望日

　調査実施日の日程調整について、現状
では、受理した申請案件を調査員へ割り
振り、各調査員が申請者や家族に電話を
し、調査の希望日を確認してから行って
いる。しかし、調査員が電話をしてから
日程調整をスタートさせるよりも、申請
の時点で希望の日時を把握しておき、希
望の日時では調査が困難な場合にのみ、
日程調整するほうが、スケジュール管理
上の効率がよいと考えられる。
　申請者が希望する調査日と時間など
を、申請書に記入してもらう方法等につ
いても、検討する必要があると考える。

　日々の申請に対して順次日程を決めているため、希
望日・希望時間という限定した内容では、既に調査員
のスケジュールが埋まっている場合が多いために、希
望に応じることは難しい状況です。
　都合の良い日という限られた日時での日程調整を行
うよりも、都合が悪い日を把握して、その日に該当し
ない日で調整をした方が効率的であるため、現状の申
請書にある「調査不可日等」の記入欄の活用は継続し
つつ、担当者が調査員全体のスケジュール管理を行う
ことで、日程調整の効率化を図ることとしました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護保険課）

措置済 26年度

22

≪要介護認定≫
申請から調査実施
までの日数：スケ
ジュール管理

　申請から調査の実施までの過程におい
ては、調査員によって、電話連絡や調査
を実施するまでの日数に差が大きく生じ
ており、スケジュールの組み立て方に、
調査員の個人差が現れている状況にあ
る。
　調査員に対する割振りから調査実施日
の日程調整については、調査員とは別に
スケジュール担当者を配置し、調査員全
体のスケジュールを客観的に管理するこ
とが必要と考える。これにより、調査員
による主観的な判断に基づく作業の遅れ
や、調査実施までの進捗状況のバラつき
を軽減させ、調査員は調査に集中するこ
とが可能になると考える。

　調査員を指導する職員（保健師）が、調査の実施状
況や対象者の状況などを勘案して、随時調査を割り振
り、進行管理も行うなど、調査員全体のスケジュール
管理を担当することにしました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護保険課）

措置済 26年度

２．介護保険
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23

≪要介護認定≫
調査票作成からシ
ステム入力までの
日数：調査員との
連絡方法

　委託調査票の点検過程において、調査
員への確認手段として、メールを使用し
ている人はいない一方で、「呼び出して
面接」、「窓口に訪問した時に確認」、
「郵便で返送・回答」という時間のかか
る方法を使っている人もいる。
　認定通知までの日数が法定期限を超え
ている状況にあるため、調査員への連絡
方法の見直しを行い、連絡手段は、原則
として、電話、FAX、メールなど、時間の
かからない方法を義務付ける必要がある
と考える。

　委託調査票の点検において、内容確認の連絡手段
は、できるだけ速やかに行うよう、調査員への確認手
段は、電話やＦＡＸなどの方法を徹底しました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護保険課）

措置済 25年度

24

≪要介護認定≫
調査票作成からシ
ステム入力までの
日数：清水区の点
検方法

　清水区では、葵区・駿河区に比べ、調
査票の点検に時間がかかっているが、そ
の理由として、清水区では、同じ調査員
への問い合わせは、ある程度件数がた
まってから、まとめて行っていることが
挙げられる。
　調査員に対する問い合わせについて
は、原則として、その都度実施すること
とし、仮にまとめて問い合わせするにし
ても、保留可能な日数には限度を設ける
べきである。

　委託調査票の点検における調査員への問い合わせ
は、原則、確認事項が発生した都度実施するようにし
ました。
　また、回収した調査票は、受理した日付を記入し、
他の区と同様に受理してから７日を目途として問い合
わせを完了するようにしました。そして、従来、一部
の職員で行っていた点検を担当全員で行うことにしま
した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護保険課）

措置済 26年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

25

≪要介護認定≫
調査票作成からシ
ステム入力までの
日数：調査員の指
導

　アンケートの結果を見ると、調査票の
点検過程に時間を要する理由として、調
査票の修正とともに、調査員の個別指導
を行っていることが挙げられており、こ
こに時間がかかっていることがわかる。
しかし、調査員の指導を行うこと、すな
わち、調査員の能力不足を理由に、申請
者を待たせることについて、申請者の理
解が得られるかは疑問である。
　調査票の点検と調査員の指導は、切り
離して考える必要があると考える。調査
員を指導することよりも、まずは、調査
票の修正、システム入力を速やかに行う
ことを優先すべきである。また、調査員
の指導については、別途、研修やミー
ティングを重ね、レベルの向上を図る手
法を徹底すべきと考える。

　調査票の内容点検は、記入誤りや選択誤りなどを調
査員に確認の上で修正を行うなど、調査員に対する指
導とは別に実施することにしました。
　また、調査員に対する指導は、従来の新任研修及び
現任研修に加えて、新たに新任研修受講後のフォロー
アップ研修を設けました。
　さらに全ての研修は調査員として従事するための必
須研修とし、調査員のレベル向上を図ることにしまし
た。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護保険課）

措置済 26年度

26

≪要介護認定≫
システム入力後、
一次判定までの日
数：主治医意見書
の入手

　主治医意見書を回収するまでの平均日
数は、病院が19.4日、診療所が15.1日
と、予定日数17日と比べ、特別大きな差
異が出ているわけではない。しかし、中
にはこれだけで、法定期限である30日を
超えているケースも少なくない。
　主治医意見書の入手を早めるために
は、これを申請時の添付資料として義務
化してしまうという方法も考えられる。
まずは、回収に時間がかかる特定の病
院・診療所に対してだけでも、主治医意
見書を申請時の添付資料とすることにつ
いて、検討することが望ましいと考え
る。

　主治医意見書の回収に時間がかかる病院は主として
総合病院であることから、定期的に「速やかな提出の
お願いの通知」と医療関係者による会議などで協力依
頼を行うことにしました。
　また、主治医意見書の提出が至急必要な対象者につ
いては、対象者に「至急マーク」が表示できるようシ
ステム化し、意見書や封筒にも「至急」を表示するこ
とで、事務担当者から主治医への書類の送付が速やか
になされるよう改善しました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護保険課）

措置済 26年度
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27

≪要介護認定≫
一次判定後、認定
までの日数：審査
会の案件数

　要介護認定の審査案件は、案件の集中
状況には関係なく、１回当たり25件と一
定の件数が割り振られている。審査の対
象が時期によって大きく増減している状
況であっても、審査会のほうは常に25件
という一定の件数で行われていることに
よって、認定までの待ち時間が生じてい
ると考えられる。
　審査会１回当たり25件という制約条件
については、見直す必要があると考え
る。審査案件が集中している時期には、
審査会での審査件数を増やしたり、案件
が少ない時期には、直近に開催される審
査会に追加で何件かを割り振ったりする
など、臨機応変に対応することにより、
申請者の待ち時間を減らすよう、努める
べきである。

　審査会１回当たりの審査件数は、25件という制約を
撤廃し、審査案件が集中している時期には、審査会で
の審査件数を増やし、案件が少ない時期には、少ない
件数でも開催または直近に開催される審査会に追加で
割り振ったりするなど、審査案件の蓄積件数の増減に
応じて柔軟に対応することとしました。
　なお、平成25年第１回静岡市介護認定審査会におい
て、全会一致で了承が得られています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護保険課）

措置済 25年度

28

≪要介護認定≫
直営と委託

　要介護認定の認定者数は年々増加し続
けており、今後も増加していくことが見
込まれている。こうした環境下におい
て、認定業務を直営のみで対応するのは
やはり困難であり、外部委託を有効に活
用することが必要である。
　外部委託については、事務受託法人に
対し、認定業務を委託する方法を導入す
るべきであると考える。事務受託法人へ
の委託は、政令指定都市でも約４割は導
入しており、静岡市においても導入可能
な方法である。事務受託法人が、市で実
務経験をした優秀な非常勤職員の受け皿
となり、調査実務の専門家集団となれ
ば、市が認定業務を委託できる相手先と
して、十分に機能し、有効に活用するこ
とができると考える。

　市町村事務受託法人への委託については、市内法人
の意向調査結果や関係課と検討した結果、市として、
今後の効率的な業務や質の担保などから「適正な法人
に委託する」という方針を掲げました。
　この方針に基づき、第３次行財政改革推進大綱計画
に搭載しました。県との協議を行い、対象要件に見合
う法人と折衝を進めておりますが、初期費用の工面や
指導者の育成、委託料単価などの折り合いがつかず実
施に至っておりません。委託料の単価の再検討も含
め、対象法人とは今後も継続して協議を進め、平成29
年度の実施を目指します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護保険課）

措置済 28年度
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29

≪介護給付≫
介護報酬請求の適
正化のための取り
組み

　静岡市は、介護保険サービス事業者等
に対する指導監督において、介護給付費
過誤申し立てに係る分析の情報及び国保
連合会の介護給付適正化システムの情報
を有効に活用するところまでには至って
いない。
　まずは、介護保険サービス事業者等に
対する指導監督に活用する目的で、介護
給付費過誤申し立てに係る分析を実施す
る必要がある。具体的には、過誤申し立
てに関する情報を年度毎に事業者別、誤
りの内容別等にデータベース化して、ど
のようなサービスを提供している事業者
が、どのような誤りが多いのかを分析・
把握し、誤りが多い項目を集団指導で注
意喚起する、または実地指導での重点調
査項目にすることなどの利用が考えられ
る。併せて、国保連合会の介護給付適正
化システムについても、請求誤りに関す
る情報を介護保険サービス事業者等に対
する指導監督に活用し、前述したような
利用をすることで、より有効な集団指導
や実地指導が期待できると考える。

　過誤申し立てに関する情報は、平成25年４月分から
毎月データベース化し、事業者指導担当と共有するこ
とにしました。また、過誤情報は傾向を把握したうえ
で、事業者の集団指導や実地指導において、報酬請求
に際し誤りの無いよう確認するように注意喚起を実施
しました。
　国保連合会の介護給付適正化システムの活用に関し
ては、効果的、効率的に活用できる確認項目を抽出の
うえ、平成24年３月から活用し、請求誤りの可能性の
ある事業者に対して請求内容が判断できるケアプラン
等の文書提出を求める等により確認を行い、必要に応
じて指導を行うようにしました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護保険課）

措置済 26年度
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30

≪介護保険サービ
ス事業者等に対す
る指導監督≫
介護保険サービス
事業者等に対する
指導監督機能体制

　平成24年度に静岡市が実地指導を行う
予定の事業所数は、事務事業の移譲前に
静岡県が行っていた実地指導件数の３分
の１程度にとどまっており、実施頻度の
水準が下がっている。同時期に移譲を受
けた浜松市では、静岡市よりも担当者数
も多く、事前準備として静岡県との人事
交流を実施しており、その結果、実地指
導を行う予定の事業所数は、移譲後も高
い水準を保持している。静岡市は平成24
年４月１日からの事務事業の移管で、業
務量が膨れ上がることが容易に予想され
る状況であったにもかかわらず、それに
対応するための準備が不十分であったと
言わざるを得ない。
　静岡市は、移譲前に静岡県が実地指導
を行っていた事業所数の水準を維持でき
るような指導監督体制を構築する必要が
ある。

　平成24年度から３名の職員を増員して、現在、２係
12名の体制で指導監督業務を実施しています。
　引き続き、外部研修の受講等により職員の資質向上
に努め、さらに、指導の技術、手法、経験を蓄積し
て、適切な指導を行うとともに、平成26年度は静岡県
が事務移譲前に実施していた割合（約36％）と同程度
の実地指導の事業所数を予定しています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護保険課）

平成24年度実績　静岡市　 82事業所（ 82/860≒
10％）
平成25年度実績　静岡市　271事業所（271/888≒
30％）
平成26年度予定　静岡市　326事業所（326/924≒
35％）
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